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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 217,727 △12.6 9,867 △10.0 10,125 △9.7 5,806 12.6
21年3月期 249,070 △3.5 10,968 2.1 11,211 7.6 5,154 16.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 116.74 ― 8.2 6.9 4.5
21年3月期 103.61 ― 7.7 7.4 4.4

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 146,915 74,221 50.1 1,479.62
21年3月期 147,462 69,340 46.6 1,381.92

（参考） 自己資本   22年3月期  73,585百万円 21年3月期  68,730百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 16,070 △1,885 △1,382 29,538
21年3月期 6,971 △2,193 △2,096 16,614

2.  配当の状況 

（注）平成22年3月期の期末配当の内訳 （普通配当 11円00銭、 特別配当 3円00銭） 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 11.00 ― 11.00 22.00 1,094 21.2 1.6
22年3月期 ― 11.00 ― 14.00 25.00 1,243 21.4 1.7
23年3月期 

（予想）
― 13.00 ― 13.00 26.00 27.5

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

100,000 0.8 3,300 1.8 3,300 △1.0 1,490 △22.5 29.96

通期 240,000 10.2 10,000 1.3 10,000 △1.2 4,700 △19.0 94.51
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

〔（注）詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

〔（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧ください。〕 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 49,773,807株 21年3月期 49,773,807株
② 期末自己株式数 22年3月期  41,180株 21年3月期  38,581株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 196,620 △13.0 9,180 △11.5 9,447 △10.1 5,305 8.7
21年3月期 225,943 △5.0 10,376 △0.3 10,504 3.2 4,881 △6.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 106.69 ―
21年3月期 98.13 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 136,397 71,514 52.4 1,437.99
21年3月期 137,663 67,297 48.9 1,353.12

（参考） 自己資本 22年3月期  71,514百万円 21年3月期  67,297百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想につきましては、将来の予測であり、確定的な事実に基づかないためにリスクや不確定要因を含んでおります。 
実際の業績は、様々な要因の変化により記載の見通しとは大きく異なる結果となりうることをご承知おき願います。 
実際の業績に影響を与えうる重要な要因は、当社グループの事業を取り巻く経済情勢、社会的動向、当社グループの提供するシステムやサービスに対す
る需要動向や競争激化による価格下落圧力、市場対応能力などであります。 
なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定するものではありません。 
また、業績の予想の前提となる仮定等については、3ページ「１.経営成績 (1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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1.経 営 成 績 
(1) 経営成績に関する分析 

①  当期の連結経営成績 

当連結会計年度（平成 21 年 4 月 1日～平成 22 年 3 月 31 日、以下、当期）のわが国経済は、デフレや

厳しい雇用情勢の継続など国内景気は全般的に低迷した状況で推移いたしました。一方、新興国向け輸出

回復によって一部企業では収益改善も見られ、また、政府の景気対策による個人消費の下支え効果などに

より、足元にかけて持ち直しの動きが見られました。 
 

当社の事業領域であるＩＣＴ(※1)分野では、官庁・自治体によるデジタルデバイド（地域間情報格差）

解消に向けた地域情報化や、消防・防災システムの高度化・広域化のための投資が引き続き積極的に進め

られております。企業向けにおきましても、首都圏では企業投資が回復しつつあり、クラウド(※2)等新た

なサービス市場拡大を見据えたデータセンター構築や関連分野への投資が拡大傾向にあるなど、今後に向

けた明るさも見え始めております。しかしながら、年間を通したＩＣＴ投資全般は、企業や通信業の投資

抑制の影響により、前期に比べ低調な状況で推移いたしました。 

 

このような経済環境、事業環境を受け、当社グループの当期における連結業績につきましては、 

受 注 高 

売 上 高 

営 業 利 益 

経 常 利 益 

当 期 純 利 益 

 2,220 億 46 百万円

2,177 億 27 百万円

98 億 67 百万円

101 億 25 百万円

58 億  6 百万円

 （前期比  9.5％減少） 

 （前期比  12.6％減少） 

 （前期比 10.0％減少） 

 （前期比  9.7％減少） 

 （前期比  12.6％増加） 

となりました。 

 

受注高は、地域情報化や消防・防災システムの高度化・広域化促進の流れを捉えるべく、事業遂行に努

めた結果、官庁・自治体向けが増加いたしました。また企業向けでも、ＥｍｐｏｗｅｒｅｄＯｆｆｉｃｅ
(※3)（ＥＯ）やサポート・サービス分野を軸に提案活動を強化し、1-3 月期には金融業、製造業向け受注

が増加に転じるとともに、データセンター構築などクラウド関連事業につきましても順調に増加いたしま

した。これらにより、全社でも 1-3 月期の受注高を 6四半期ぶりに増加へ転換することが出来ました。し

かしながら、通期における受注高は、ＮＥＣグループや通信業などの民間設備投資抑制の影響により、前

期比 9.5％減の 2,220 億 46 百万円となりました。また、売上高も受注同様に民間の投資抑制の影響があ

ったほか、受注が好調な官庁・自治体向けにおいても当期の売上高計上に寄与するまでには至らず、前期

比 12.6％減の 2,177 億 27 百万円となりました。 

 

収益面では、経営改革（ＡＣ－Ｉ(※4)）活動をより一層加速させ、総費用の効率化など、全社一丸とな

って収益体質の強化を図りました。原価投入マネジメントの強化を含めたコスト圧縮、サポート・サービ

ス分野の事業基盤統合による事業効率化や資材物流効率の改善にも取り組みました。これらにより、原価

率が前期比で 0.9 ポイント改善いたしました。また、販売費及び一般管理費も、ワークスタイル変革や業

務プロセス改革をトップダウンで推進したことにより、前期比で 14 億 30 百万円を削減いたしました。具

体的には、ＥＯ化推進によるペーパーレス会議の全社展開や拠点間のテレビ会議化、不要不急の出張削減

による移動時間・費用の改善など、全社でコピーや通信に係る費用を 4割強、出張、外出に係る費用も約

3割削減することが出来ました。 

これらの結果、減収に伴い減益となったものの、利益率では改善いたしました。また、当期純利益は、

前期に実施した繰延税金資産の取崩しによる税効果会計の影響が無くなったため、過去最高益となりまし

た。 

 

事業の種類別セグメントは以下のとおりであります。 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱（1973）　平成22年3月期決算短信
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＜受注高の状況＞ 

     （単位：百万円）

 ＮＩ/ＳＳ事業 通信工事事業 機器等販売事業 計 

平成 22 年 3 月期 148,159 62,580 11,305 222,046

平成 21 年 3 月期 164,451 66,904 13,900 245,257

増減額 △16,292 △4,324 △2,594 △23,210

受
注
高 

増減率（％） △9.9 △6.5 △18.7 △9.5

 

〔ネットワークインテグレーション／サポート・サービス事業（ＮＩ/ＳＳ事業）〕 

地域情報化、消防・防災システムの高度化・広域化促進等の流れを捉え、官庁・自治体向けが拡大する

とともに、企業向けでも、下半期にはクラウドを見据えたデータセンター構築事業の拡大などにより首都

圏エリアの受注が増加基調に転じるなど、注力分野で来期以降につながる成果を上げることが出来ました。

しかしながら、全般的な民間の投資抑制の影響が響き、ＮＩ、ＳＳともに減少となりました。 

 

〔通信工事事業〕 

ＮＩ／ＳＳ同様、官庁・自治体向けが好調でありましたが、移動体通信事業者における既存サービス網

への基地局投資が抑制された影響等により減少となりました。 

 

〔機器等販売事業〕 

企業の投資抑制の影響により減少となりました。 

 

 

＜売上高の状況＞ 

     （単位：百万円）

 ＮＩ/ＳＳ事業 通信工事事業 機器等販売事業 計 

平成 22 年 3 月期 145,646 60,846 11,233 217,727

平成 21 年 3 月期 164,996 68,397 15,676 249,070

増減額 △19,350 △7,550 △4,442 △31,342

売
上
高 

増減率（％） △11.7 △11.0 △28.3 △12.6

 

〔ネットワークインテグレーション／サポート・サービス事業（ＮＩ/ＳＳ事業）〕 

受注同様、民間投資抑制の影響により、ＮＩ、ＳＳともに減少となりました。 

 

〔通信工事事業〕 

移動体通信事業者の基地局投資減少の影響等により減少となりました。 

 

〔機器等販売事業〕 

企業の投資抑制の影響により減少となりました。 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱（1973）　平成22年3月期決算短信
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＜事業の種類別セグメントの主な内容＞ 

区分 主な内容 

ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ/   

ｻﾎﾟｰﾄ・ｻｰﾋﾞｽ事業 

顧客の経営効率化や競争力強化のためのネットワークシステムに関

する企画・コンサルティング、ソフトウェア開発、構築、運用・保守、

アウトソーシングサービスおよび当社開発製品・機器等の提供 

通信工事事業 ネットワークインフラ工事および電気・空調設備工事 

機器等販売事業 情報通信機器等の販売 

 

 

※1 ＩＣＴ： 

Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ （情報通信技術）の略。 

※2 クラウド： 

正式にはクラウド・コンピューティング。業務アプリケーション等のソフトウェアをはじめ、サーバやストレージ、

ネットワーク等のＩＣＴ基盤など、従来、企業や官公庁などが自前の施設内で構築、管理していたＩＣＴリソース

を、ネットワーク経由でサービスとして利用する形態のこと。 

※3 ＥｍｐｏｗｅｒｅｄＯｆｆｉｃｅ（エンパワードオフィス）： 

当社の提供するオフィス改革ソリューション。当社の強みであるＩＣＴ（情報通信技術）とファシリティ施工力を

融合し、より知的で創造的なワークスタイルへの業務プロセス改革を実現するとともに、セキュリティ強化や環境 

対応力といった社会的責任に応える「働き方」と「働く場」の改革を提案するもの。 

※4 ＡＣ－Ｉ： 

Ａｌｌ Ｃｏｓｔ ＆ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎの略。当社グループを挙げて取り組んでいる 

経営改革活動。 

 

②  平成 23 年 3 月期の見通し 

当社の平成 23 年 3 月期（平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日）の連結業績は、以下のように予

想しております。 

 

受 注 高 

売 上 高 

営 業 利 益 

経 常 利 益 

当 期 純 利 益 

2,400 億円

2,400 億円

100 億円

100 億円

47 億円

（前期比  8.1％増加）

 （前期比 10.2％増加）

 （前期比  1.3％増加）

 （前期比  1.2％減少）

 （前期比 19.0％減少）

 

平成 23 年 3 月期は、欧州に新たな金融不安を抱えるなど不安要素があるものの、国内を含めた世界的

な経済環境の回復が期待されることから、輸出関連を中心に、企業業績も徐々に改善していくことが見込

まれます。 

当社の事業領域であるＩＣＴ分野においても、企業の業績回復に伴う投資拡大が見込まれるほか、官

庁・自治体による地域情報化をはじめとしたＩＣＴインフラ投資も継続するものと思われます。また、ク

ラウド型のサービスが本格的に展開していく見込みであり、関連サービス市場が拡大していくものと考え

ております。 

当社では、このような市場の変化を成長の好機と捉えており、平成 23 年 3 月期を中長期的な成長加速

に向けたスタートダッシュの一年と位置付け、積極的な事業展開を行ってまいります。既存領域の拡大の

みならず、新規領域への対応もさらに強化し、受注高、売上高ともに 2桁前後の成長を目指します。 

ＩＣＴ投資回復が期待される企業向けでは、ＥｍｐｏｗｅｒｅｄＯｆｆｉｃｅを軸に、スリムオフィス

＆スマートワークを訴求するメニュー拡充に加え、オフィス移転・統合需要の取り込みや業務効率向上へ

の提案活動を強化いたします。地域情報化や消防・防災システムの高度化・広域化など投資継続が見込ま

れる官庁・自治体向けでも、全国で機動的なプロジェクト遂行体制を強化することにより、これらの需要

に積極的に対応し、シェア拡大を図ってまいります。 

さらに環境対応やクラウドなど、今後の成長が見込まれる分野につきましても対応を強化してまいりま

す。まず、環境分野では、企業向けＥＯのメニューを拡大し省エネ・省資源オフィス提案など新たなソリ

ューション対応を強化するとともに、電気自動車用急速充電器設備などの新規ビジネスにも積極的に取り 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱（1973）　平成22年3月期決算短信
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組んでまいります。次に、クラウド関連分野では、次世代データセンター構築等、サービス提供事業者向

けビジネスを強化するとともに、シンクライアントサービス等におけるクラウド型サービスメニューも拡

充してまいります。さらにサポート・サービス分野では、後述の組織再編による地方での既存事業拡大に

向けた全国体制整備や、コンタクトセンターやコールセンター業務の受託まで視野に入れたオペレーショ

ン事業強化などの事業拡大を図り、全社売上高におけるサービス事業の比率を向上させてまいります。 
 上記の施策を実行する体制として、平成 22 年 4 月には、事業本部を市場別（官庁・自治体等の社会イ

ンフラ、通信事業者、企業および地域）に再編いたしました。サービス事業を成長の柱とすべくリソース

の集約や全国サービス体制強化を行うとともに、地域情報化や次世代モバイルインフラ整備の拡大が見込

まれる社会インフラ関連事業の機能を統合いたしました。 

これら市場別対応力の強化と併せて、さらなる成長に向けた投資も積極的に行ってまいります。その一

環として、平成 22 年 10 月には、交通アクセス等利便性の高い飯田橋エリア（東京都文京区）へ本社移転

する予定であります。営業活動強化、全社ＥＯショウルーム化、分散拠点の統合など、「攻めの経営」を

より強化いたします。 
収益面では、経営改革（ＡＣ－Ｉ）活動の継続とさらなる強化を行うとともに、業務プロセスの見直し

を含めた総コストの効率化も強力に推進することで、営業利益の増大を目指してまいります。なお、当期

純利益につきましては、本社移転に関わる投資等の費用を特別損失として計上する計画であることから、

前期比減少となる見通しであります。 

なお、次期の業績見通し作成の前提となる為替レートは、90 円／米ドル、120 円／ユーロを想定してお

ります。 

 

 

（2）財政状態に関する分析 

①資産、負債および純資産の状況 

（資産） 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ 5億 47 百万円減少し、1,469 億 15 百万円となり

ました。流動資産は、前連結会計年度末に比べ 5億 95 百万円増加し、1,239 億 8 百万円となりました。こ

の主な要因は、現金及び預金が 129 億 23 百万円増加し、受取手形及び売掛金が 113 億 33 百万円減少した

ことなどによるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ 11 億 42 百万円減少し、230 億 7

百万円となりました。この主な要因は、無形固定資産が 6億 51 百万円減少したことなどによるものであり

ます。 

 

（負債） 

 当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末に比べ 54 億 27 百万円減少し、726 億 93 百万円となりま

した。この主な要因は、支払手形及び買掛金が 49 億 36 百万円減少したことなどによるものであります。 

 

（純資産） 

 当連結会計年度末の純資産は、前連結会計年度末に比べ 48 億 80 百万円増加し、742 億 21 百万円となり

ました。この主な要因は、利益剰余金が 47 億 11 百万円増加したことなどによるものであります。 

 

 

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ 129 億 23

百万円増加し、295 億 38 百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益による増加、売上債権 

の減少、仕入債務の減少などにより、160 億 70 百万円の資金の増加となりました。前連結会計年度と比べ

ると 90 億 98 百万円の増加となっております。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産および無形固定資産の取得による 
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支出などにより、18 億 85 百万円の資金の減少となりました。前連結会計年度と比べると 3億 8百万円の増

加となっております。 

 

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算したフリー・

キャッシュ・フローは、141 億 84 百万円の資金の増加となりました。前連結会計年度と比べると 94 億 6 百

万円の増加となっております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払などにより、13 億 82 百万円の資

金の減少となりました。前連結会計年度と比べると 7億 13 百万円の増加となっております。 

なお、利益配当金につきましては、前連結会計年度と比べると 49 百万円増加し、10 億 90 百万円の支払

を行っております。 

 

【キャッシュ・フロー関連指標の推移】  

  平成 19 年 3 月期 平成 20 年 3 月期 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期

自己資本比率 41.3% 42.3% 46.6% 50.1%

債務償還年数（年） 0.7 0.6 0.7 0.3

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 111.3 94.5 105.4 242.0

     

自己資本比率：自己資本/総資産 

債務償還年数：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

全ての負債を対象としております。 

 

 

（3）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社では、株主の皆様への適切な利益還元を経営における最重要事項の一つと位置付けており、経営基

盤の強化、財務体質の充実、収益力の向上に努めております。利益配分につきましては、クラウド関連な

ど今後の新しいサービス市場の進展に対応した新分野、成長分野への戦略的投資に向けた内部留保も重視

しつつ、連結業績や財務状況等をも総合的に勘案し、株主の皆様の期待に一層応える利益配分を行ってい

く方針であります。 

このような方針の下、平成 22 年 3 月期における 1株当たりの期末配当につきましては、当期純利益が過

去最高益となったことから、3円の特別配当を行い、期末配当を 14 円、年間で 25 円へと変更いたします。 

なお、平成 23 年 3 月期の配当予想につきましては、ここ数年注力して取り組んできた経営改革（ＡＣ－

Ｉ）活動の成果により、収益性の強化が図られてきていることから、株主の皆様へより一層の利益還元を

行うこととし、第 2四半期末、期末ともに 13 円とし、年間 26 円と増配する予定であります。 

 

  １株当たり配当金（円） 

 第 2 四半期末 期末 年間 

平成 22 年 3 月期（前回予想） 11.00 11.00 22.00

平成 22 年 3 月期（今回修正） 11.00 14.00 25.00

平成 23 年 3 月期（予想） 13.00 13.00 26.00
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2.企業集団の状況 
企業集団の概況 

当社の企業集団は、平成 22 年 3 月末現在、当社および連結子会社 13 社で構成しております。 

当社グループは、システムインテグレーターとして、主要な事業領域であるネットワーク関連分野を中

心としたトータルシステムの企画・コンサルティング、設計、構築、保守、ネットワーク運用・監視、ア

ウトソーシングサービスの提供ならびにネットワークコミュニケーション機器等の製造・販売を展開して

おります。 
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＜国内＞

㈱ネシックアセレント

＜海外＞

NESIC (Thailand) Ltd. ／タイ王国

NESIC PHILIPPINES, INC. ／フィリピン共和国

P.T. NESIC BUKAKA ／インドネシア共和国

Networks & System Integration
Saudi Arabia Co. Ltd. ／サウジアラビア王国

＜国内＞

ネッツエスアイ東洋㈱

トーヨーアルファネット㈱
（ネッツエスアイ東洋㈱の保守子会社）

NECネッツエスアイ・エンジニアリング㈱

NECネッツエスアイ・サービス㈱

㈱ニチワ

＜海外＞

NESIC BRASIL S/A ／ブラジル連邦共和国

耐希克 (广州) 有限公司 ／中華人民共和国

TNSi Europe GmbH ／ドイツ連邦共和国
（ネッツエスアイ東洋㈱の販売子会社）
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3.経営方針 
(1)会社の経営の基本方針 

当社は、昭和 28 年に通信ネットワークインフラ工事を主たる事業として、日本電気株式会社から分離、

独立し、昭和 58 年に東証 2部へ上場、平成 4年には東証 1部へ指定替えとなり、現在に至っております。

当社は、業界トップクラスのネットワークＳＩｅｒとして、企業内のＩＣＴから公共・社会インフラ分野

に至る幅広い分野で、ネットワークシステムの導入から運用までお客様に一貫したサービスをご提供出来

る点を強みとしております。これらの強みをさらに強化し、成長を図るとともに、経営改革（ＡＣ－Ｉ）

活動を軸としたさらなる経営のイノベーションおよび経営品質強化を推進し、成長力、収益力の強化を図

ることで、お客様や株主の皆様をはじめとしたステークホルダーの方々から、評価、信頼される企業を目

指してまいります。 

 

(2)目標とする経営指標 
当社は、着実な成長を図るとともに、純資産や売上高に対する利益率の向上を図るべく、効率的に経営

することが重要と考えております。 

 

(3)中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

当社の事業領域であるＩＣＴ関連市場では、現在、企業等において、投資平準化やシステム運用負担軽

減を実現出来るＩＣＴサービス利用のニーズが高まっております。一方、ネットワークインフラ分野では、

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）整備の進展により高速・高品質な通信環境が実現するとともに、今後は次

世代モバイル通信システムＬＴＥの整備本格化により、モバイル分野も含めたネットワークインフラの高

度化が加速するものと考えております。このような背景の下、これらの高度なネットワーク基盤を活用し

たクラウド型サービスやリッチコンテンツビジネスなどネットワーク利活用サービスの本格化が見込まれ、

ネットワーク領域の投資は、サービス型ビジネスに向けて大きくシフトしていくものと予想されます。こ

のようななか、当社では、サービス事業を中長期的な成長に向けた注力事業と位置付け、事業強化してま

いります。また、引き続き経営改革（ＡＣ－Ｉ）活動を推進し、企業体質のさらなる強化を図っていく方

針であります。 

 

①成長に向けた取り組み 

＜企業向け＞ 

当社の強みであるＩＣＴ技術とファシリティ施工力を融合したオフィス改革ソリューション「Ｅｍ  

ｐｏｗｅｒｅｄＯｆｆｉｃｅ（ＥＯ）」を核に、コスト削減、業務効率向上、環境対応強化などの企業

向けソリューションの提案力を強化いたします。さらに、企業によるＩＣＴのサービス利用ニーズが

高まるなか、アウトソーシング事業においてクラウド型サービス強化、メニュー拡充を図っていくと

ともに、コンタクトセンターやコールセンター業務の受託まで視野に入れたオペレーション事業強化

にも取り組んでまいります。これにより、サポート・サービス事業自体の強化・拡大を図るとともに、

これをバリューチェーンの強みとして、次のシステムの企画、構築提案につなげ、お客様のシステム

のライフサイクルに則した事業拡大を図ってまいります。 

 

＜通信事業者向け＞ 

通信事業者向けでは、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の構築・整備が進展し、今後はそれを活用し

たサービス基盤の構築や、それらの保守・運用などサービスに関わる投資が拡大していくものと考え

られます。当社では、この分野に関わるリソースを集約し、ＮＧＮ構築等で培ったキャリアグレード

の信頼性の高いＳＩ力や保守力を活かして通信事業者等のサービス事業基盤の構築・運用・保守など

を行っていくとともに、新しいサービスの共創を図ってまいります。さらに、キャリアグレードの信

頼性の高いサービスを他のサービス・プロバイダーや一般企業の大規模なシステムにも展開してまい

ります。 

 

＜官庁・自治体、社会インフラ市場向け＞ 

官公庁・自治体や、放送事業者などによる社会インフラ関連では、平成 23 年 7 月の地上デジタル放

送への全面移行を契機とした地域情報ネットワークの構築や、無線のデジタル化による住民の安心・

安全のための消防・防災システムなどさらなるインフラ投資の拡大が見込まれます。この分野でも、 
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リソースの集約を実行いたしました。これにより、全国プロジェクトマネジメントの強化など事業の

効率化と品質の強化を図り、需要を確実につかむとともに、事業遂行力を強化してまいります。 

 

＜成長投資強化＞ 

サービス化などの市場の変化に迅速に対応し、成長を実現していくためには、他社との提携などの

外部リソースの活用も重要であると考えており、Ｍ＆Ａなどの成長投資におきましても、積極的に検

討・実施していく方針であります。 

 

②企業体質の強化 

経営改革（ＡＣ－Ｉ）活動につきましては、営業・提案からシステム設計・構築、サポート・サービス

といった各現場での改善活動に加え、マネジメント主導による組織的/継続的な評価・改善プロセス作りや

基盤整備を行ってまいりました。引き続き、全社一体となった経営改革（ＡＣ－Ｉ）活動を加速し、原価

率の改善のみならず、販売費及び一般管理費を含む総コストのさらなる効率化とともに、人材の育成、活

人化を進め、成長実現に向けた企業体質の強化を図ってまいります。 

 

③コンプライアンスおよび内部統制の強化 

当社は、コンプライアンスを最優先に企業倫理および遵法精神に基づく企業行動の徹底を継続的に実施

しております。特に、会社法および金融商品取引法等の内部統制関連について財務諸表等の適正性の確保、

厳正な受注計上を含む公正な取引の徹底を行うとともに、これらの取引の適正性を評価するため専門組織

を経理部内に設置するなど、体制整備にも努めております。また、コンプライアンス問題を早期に発見す

るために、社内相談窓口に加え、社外相談窓口を併設し、内部通報制度の充実を図っております。さらに、

「経営品質向上委員会」の設置により、コンプライアンス・内部統制の強化のみならず、リスクマネジメ

ント等の経営品質向上に関する具体的施策の検討、審議、全社情報の共有を促進しております。今後も、

コンプライアンス重視の経営を強化してまいります。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,614 29,538

受取手形及び売掛金 91,321 79,988

機器及び材料 2,081 1,696

仕掛品 7,333 5,572

繰延税金資産 4,858 4,590

その他 1,481 2,726

貸倒引当金 △378 △204

流動資産合計 123,312 123,908

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 8,315 8,350

減価償却累計額 △4,741 △5,058

建物及び構築物（純額） 3,574 3,292

機械装置及び運搬具 358 344

減価償却累計額 △331 △312

機械装置及び運搬具（純額） 27 31

工具、器具及び備品 9,805 10,126

減価償却累計額 △8,128 △8,511

工具、器具及び備品（純額） 1,676 1,614

土地 2,508 2,508

建設仮勘定 70 161

その他 317 399

減価償却累計額 △48 △143

その他（純額） 268 255

有形固定資産合計 8,126 7,864

無形固定資産 4,307 3,656

投資その他の資産   

投資有価証券 444 381

繰延税金資産 7,331 7,142

その他 4,114 4,094

貸倒引当金 △174 △131

投資その他の資産合計 11,715 11,486

固定資産合計 24,149 23,007

資産合計 147,462 146,915
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年3月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年3月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 39,915 34,979

短期借入金 121 －

1年内返済予定の長期借入金 － 2,000

未払法人税等 3,177 3,004

未払消費税等 2,207 1,546

前受金 1,870 1,579

役員賞与引当金 70 92

受注損失引当金 40 128

その他 9,107 9,462

流動負債合計 56,511 52,792

固定負債   

長期借入金 5,000 3,000

退職給付引当金 15,817 15,792

その他 793 1,109

固定負債合計 21,610 19,901

負債合計 78,121 72,693

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,122 13,122

資本剰余金 16,650 16,650

利益剰余金 39,606 44,318

自己株式 △45 △48

株主資本合計 69,334 74,043

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △0 6

繰延ヘッジ損益 △2 3

為替換算調整勘定 △601 △467

評価・換算差額等合計 △604 △457

少数株主持分 610 635

純資産合計 69,340 74,221

負債純資産合計 147,462 146,915
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

売上高 249,070 217,727

売上原価 213,600 184,788

売上総利益 35,470 32,938

販売費及び一般管理費 24,501 23,070

営業利益 10,968 9,867

営業外収益   

受取利息 69 49

保険配当金 123 101

受取保険金 － 62

貸倒引当金戻入額 － 166

その他 410 210

営業外収益合計 602 590

営業外費用   

支払利息 66 66

為替差損 － 66

固定資産除却損 83 －

投資有価証券評価損 － 45

その他 210 153

営業外費用合計 360 332

経常利益 11,211 10,125

特別利益   

投資有価証券売却益 176 －

特別利益合計 176 －

税金等調整前当期純利益 11,387 10,125

法人税、住民税及び事業税 4,756 3,886

法人税等調整額 1,403 454

法人税等合計 6,160 4,341

少数株主利益 72 △21

当期純利益 5,154 5,806
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 13,122 13,122

当期末残高 13,122 13,122

資本剰余金   

前期末残高 16,650 16,650

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への
振替

0 0

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 16,650 16,650

利益剰余金   

前期末残高 35,497 39,606

当期変動額   

剰余金の配当 △1,044 △1,094

当期純利益 5,154 5,806

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への
振替

△0 △0

当期変動額合計 4,108 4,711

当期末残高 39,606 44,318

自己株式   

前期末残高 △19 △45

当期変動額   

自己株式の取得 △35 △2

自己株式の処分 9 0

当期変動額合計 △25 △2

当期末残高 △45 △48

株主資本合計   

前期末残高 65,251 69,334

当期変動額   

剰余金の配当 △1,044 △1,094

当期純利益 5,154 5,806

自己株式の取得 △35 △2

自己株式の処分 9 0

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への
振替

－ －

当期変動額合計 4,083 4,708

当期末残高 69,334 74,043
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 11 △0

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △11 7

当期変動額合計 △11 7

当期末残高 △0 6

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 51 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △53 5

当期変動額合計 △53 5

当期末残高 △2 3

為替換算調整勘定   

前期末残高 △46 △601

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △554 133

当期変動額合計 △554 133

当期末残高 △601 △467

評価・換算差額等合計   

前期末残高 16 △604

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △620 146

当期変動額合計 △620 146

当期末残高 △604 △457

少数株主持分   

前期末残高 865 610

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △254 25

当期変動額合計 △254 25

当期末残高 610 635

純資産合計   

前期末残高 66,132 69,340

当期変動額   

剰余金の配当 △1,044 △1,094

当期純利益 5,154 5,806

自己株式の取得 △35 △2

自己株式の処分 9 0

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への振
替

－ －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △874 171

当期変動額合計 3,208 4,880

当期末残高 69,340 74,221
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 11,387 10,125

減価償却費 2,270 2,244

のれん償却額 66 66

負ののれん償却額 △25 △6

貸倒引当金の増減額（△は減少） △71 △223

退職給付引当金の増減額（△は減少） △968 △29

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 11 21

受注損失引当金の増減額（△は減少） △426 87

受取利息及び受取配当金 △85 △61

支払利息 66 66

投資有価証券評価損益（△は益） 11 45

投資有価証券売却損益（△は益） △176 10

有形固定資産売却損益（△は益） △2 △0

固定資産除却損 83 21

売上債権の増減額（△は増加） 4,818 11,610

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,571 2,152

仕入債務の増減額（△は減少） △7,081 △5,013

未払消費税等の増減額（△は減少） 65 △619

その他 423 △312

小計 12,940 20,186

利息及び配当金の受取額 85 61

利息の支払額 △66 △66

法人税等の支払額 △5,988 △4,111

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,971 16,070

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,088 △1,097

有形固定資産の売却による収入 5 3

無形固定資産の取得による支出 △1,437 △830

投資有価証券の取得による支出 △7 △3

投資有価証券の売却による収入 180 33

貸付けによる支出 △23 △52

貸付金の回収による収入 23 47

子会社株式の取得による支出 △25 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

175 －

その他 4 14

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,193 △1,885
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △950 △124

長期借入金の返済による支出 △29 －

自己株式の取得及び売却による支出及び収入（純
額）

△26 △2

配当金の支払額 △1,040 △1,090

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

その他 △47 △162

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,096 △1,382

現金及び現金同等物に係る換算差額 △408 121

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,272 12,923

現金及び現金同等物の期首残高 14,341 16,614

現金及び現金同等物の期末残高 16,614 29,538
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 (5)継続企業の前提に関する注記 

 

該当事項はありません。 

 

 

 (6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

1．連結の範囲に関する事項 

連結子会社            13社   ＮＥＣネッツエスアイ・エンジニアリング㈱ 

 ＮＥＣネッツエスアイ・サービス㈱ 

 ㈱ネシックアセレント 

 ネッツエスアイ東洋㈱ 

 トーヨーアルファネット㈱ 

㈱ニチワ 

NESIC BRASIL S/A 

NESIC (Thailand) Ltd. 

NESIC PHILIPPINES,INC. 

P.T.NESIC BUKAKA 

耐希克（广州）有限公司 

TNSi Europe GmbH 

Networks & System Integration Saudi Arabia Co.Ltd. 

2．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、7社の決算日は12月31日となっております。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

3．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準および評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの …………  決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定） 

時価のないもの …………  移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。 

②たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

機器及び材料 

機 器  …………………… 移動平均法による原価法 

主材料  …………………… 移動平均法による原価法 

副材料  …………………… 総平均法による原価法 

仕  掛  品   ………………… 個別法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ………… 主として定率法を採用しており、一部の貸与資産ならびに一部の在外連結子会社については、 

(リース資産を除く)  定額法を採用しております。 

②無形固定資産 ………… 定額法 

(リース資産を除く)  市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効年数（3年以内）における見込販売数量に

基づく方法、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年以内）

に基づく定額法によっております。 

③リース資産 …………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年3月31日

以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ……………  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

②役員賞与引当金 ……… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合

う分を計上しております。 

③受注損失引当金 ………  受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見

込額を計上しております。 

④退職給付引当金 ………   従業員等の退職給付に備えるため、主として当連結会計年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき、計上しております。 

過去勤務債務の額の処理については、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によ

り按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異の処理については、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

（会計方針の変更） 

当連結会計年度から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準

第19号 平成20年7月31日）を適用しております。 

これによる営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に与える影響はありませ

ん。 

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差額はありません。 

 

(4)重要な収益および費用の計上基準 

完成工事高の計上基準…… 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準

を適用しております。 

                    （会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、当社でのシステムインテグレーショ

ン事業（契約金額 1 億円以上）については進行基準、在外連結子会社（一部を除く）で

の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用してお

りましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第 15 号 平成 19 年 12 月 27

日）および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 18 号 平

成 19 年 12 月 27 日）を当連結会計年度から適用し、当連結会計年度に着手した工事契約

から、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。 

これによる売上高、売上総利益、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益に

与える影響は軽微であります。 

 

 (5)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 原則として、繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理を採用しております。 

②ヘッジ手段と対象 

 ヘッジ手段     ヘッジ対象  

 為替予約      外貨建金銭債権債務 

           および外貨建予定取引 

③ヘッジ方針 

主として当社のリスク管理方針に基づき、為替相場変動リスクをヘッジしております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して判定しております。 

振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理の要件の該当をもって有効性の判定に代えており

ます。 

  

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 …… 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

4．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 
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5．のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 

のれんおよび負ののれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しており

ます。 

 

6．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金および取得日から3か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 

7．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

(7)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

表示方法の変更 
（連結損益計算書） 

「受取保険金」、「貸倒引当金戻入額」については、営業外収益の総額の 100 分の 10 を超えたため、区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の営業外収益の「その他」に含まれている「受取保険金」は 41 百万円、「貸倒引当金戻入額」は 9 百

万円であります。 
「為替差損」、「投資有価証券評価損」については、営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記しております。

なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」に含まれている「為替差損」は 29 百万円、「投資有価証券評価損」は 11

百万円であります。 
「固定資産除却損」については、営業外費用の総額の 100 分の 10 以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。なお、当連結会計年度の「固定資産除却損」は 21 百万円であります。 
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(8)連結財務諸表に関する注記事項 

 
(連結貸借対照表関係          ) 

（単位：百万円） 
前連結会計年度         

（平成 21 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度         

（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

 1．保証債務 

当社従業員の住宅資金融資制度による金融機関から

の借入を、㈱三井住友銀行に対し保証しております。

  137

 1．保証債務 

当社従業員の住宅資金融資制度による金融機関から

の借入を、㈱三井住友銀行に対し保証しております。

  114

 2．のれんおよび負ののれんの金額 

無形固定資産                       1,084

固定負債「その他」                           25

 2．のれんおよび負ののれんの金額 

無形固定資産                       1,017

固定負債「その他」                           18

 

 

貸出コミットメントの総額 3,000

借入実行残高 －

差引額 3,000

   

3.  当社は、短期的な資金調達方法として安定的な資金の

確保を円滑に行うため、㈱三井住友銀行等3行と貸出コ

ミットメントライン契約を締結しており、総額30億円、

契約期間は平成21年5月から平成22年5月であります。

当連結会計年度末における貸出コミットメントライ

ンに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
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 (連結株主資本等変動計算書関係          ) 

 
前連結会計年度（自 平成 20 年 4 月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

 
1. 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 49,773,807 － － 49,773,807

 
2. 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 16,352 30,310 8,081 38,581

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加      30,310 株 

 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少     8,081 株 

 

3. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

4. 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 20 年 5月 30 日 

取締役会 
普通株式 497 10.00 平成 20 年 3月 31 日 平成 20 年 6月 9日

平成20年 10月 30日 

取締役会 
普通株式 547 11.00 平成 20 年 9月 30 日 平成20年 12月 4日

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 21 年 5月 12 日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 547 11.00 平成 21 年 3月 31 日 平成 21 年 6月 2日
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当連結会計年度（自 平成 21 年 4 月 1日 至 平成 22 年 3月 31 日） 
 

1. 発行済株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 49,773,807 － － 49,773,807

 
2. 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 38,581 2,688 89 41,180

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加       2,688 株 

 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少        89 株 

 

3. 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

4. 配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 21 年 5月 12 日 

取締役会 
普通株式 547 11.00 平成 21 年 3月 31 日 平成 21 年 6月 2日

平成21年 10月 29日 

取締役会 
普通株式 547 11.00 平成 21 年 9月 30 日 平成21年 12月 3日

 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成 22 年 5月 12 日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 696 14.00 平成 22 年 3月 31 日 平成 22 年 6月 2日
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 (連結キャッシュ・フロー計算書関係         ) 

（単位：百万円） 

前連結会計年度         

自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日

 

当連結会計年度         

自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

 

「現金及び現金同等物」の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

 

「現金及び預金」勘定 16,614

    計 16,614

預入期間が3か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 16,614

 
 

「現金及び現金同等物」の期末残高と連結貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係 

 

「現金及び預金」勘定 29,538

    計 29,538

預入期間が3か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 29,538
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セグメント情報 

 

1. 事業の種類別セグメント情報     

前連結会計年度（自 平成 20 年 4 月 1日  至 平成 21 年 3月 31 日）                 （単位：百万円） 

 ﾈｯﾄﾜー ｸｲﾝﾃｸ゙ ﾚー ｼｮﾝ/

ｻﾎ゚ ﾄー･ｻー ﾋ゙ ｽ事業 
通信工事事業

機器等販売

事 業
計 

消 去     

または全社    
連 結       

  受 注 高       164,451 66,904 13,900 245,257 － 245,257

  売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高 164,996 68,397 15,676 249,070 － 249,070

(2)セグメント間の 

内部売上高または振替高
－ － － － － －

計 164,996 68,397 15,676 249,070 － 249,070

  営 業 費 用       152,036 65,190 15,089 232,316 5,785 238,101

  営 業 利 益       12,960 3,206 586 16,754 (5,785) 10,968

 

 

当連結会計年度（自 平成 21 年 4 月 1日  至 平成 22 年 3月 31 日）                 （単位：百万円） 

 ﾈｯﾄﾜー ｸｲﾝﾃｸ゙ ﾚー ｼｮﾝ/

ｻﾎ゚ ﾄー･ｻー ﾋ゙ ｽ事業 
通信工事事業

機器等販売

事 業
計 

消 去     

または全社    
連 結       

  受 注 高       148,159 62,580 11,305 222,046 － 222,046

  売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高 145,646 60,846 11,233 217,727 － 217,727

(2)セグメント間の 

内部売上高または振替高
－ － － － － －

計 145,646 60,846 11,233 217,727 － 217,727

  営 業 費 用       133,463 58,157 10,630 202,251 5,607 207,859

  営 業 利 益       12,183 2,689 603 15,475 (5,607) 9,867
                           

 

2. 所在地別セグメント情報 
前連結会計年度（自 平成 20 年 4 月 1日  至 平成 21 年 3月 31 日） 

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも 90％を

超えているため、記載を省略しております。 
 

当連結会計年度（自 平成 21 年 4 月 1日  至 平成 22 年 3月 31 日） 

全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める「日本」の割合がいずれも 90％を

超えているため、記載を省略しております。 
                       

 

3. 海外売上高 

前連結会計年度（自 平成 20 年 4 月 1日  至 平成 21 年 3月 31 日） 

海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、記載を省略しております。 
 
当連結会計年度（自 平成 21 年 4 月 1日  至 平成 22 年 3月 31 日） 

海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、記載を省略しております。 
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税効果会計 

 
                         （単位：百万円） 

前連結会計年度         

（平成 21 年 3 月 31 日現在） 

当連結会計年度         

（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 
（繰延税金資産） 

賞与引当金 

賞与分社会保険料 

貸倒引当金 

未払事業税 

進行基準 

たな卸資産評価損 

たな卸資産未実現利益 

受注損失引当金 

減価償却費 

ソフトウェア 

退職給付引当金 

株式配当 

投資有価証券評価損 

子会社事業整理損失 

その他 

2,150

255

82

270

91

2,535

47

16

399

379

6,411

146

286

111

786

繰延税金資産小計 13,971

評価性引当額 △1,741

繰延税金資産合計 12,229

 

（繰延税金負債） 

特別償却準備金 

その他有価証券評価差額金 

その他 

△

△

△

33

1

11

繰延税金負債合計 △ 46

繰延税金資産の純額 12,183
  
 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下 

の科目に含まれております。 

流動資産 「繰延税金資産」   4,858 

固定資産 「繰延税金資産」   7,331 

固定負債 「その他」      △ 6 
 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

 
（繰延税金資産） 

賞与引当金 

賞与分社会保険料 

貸倒引当金 

未払事業税 

進行基準 

たな卸資産評価損 

たな卸資産未実現利益 

受注損失引当金 

減価償却費 

ソフトウェア 

退職給付引当金 

株式配当 

投資有価証券評価損 

その他 

2,184

258

42

264

79

2,354

36

52

330

342

6,397

141

224

680

繰延税金資産小計 13,389

評価性引当額 △1,633

繰延税金資産合計 11,755

 

（繰延税金負債） 

特別償却準備金 

その他 
△

△

14

12

繰延税金負債合計 △ 27

繰延税金資産の純額 11,727
 
 

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下 

の科目に含まれております。 

流動資産 「繰延税金資産」   4,590 

固定資産 「繰延税金資産」   7,142 

固定負債 「その他」      △ 5 
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退職給付関係 

 
 

前連結会計年度         

自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日

 

当連結会計年度         

自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

 

1. 採用している退職給付制度の概要 
当社および一部の連結子会社は、確定給付型の制

度として、企業年金基金制度および退職一時金制度
を設けております。 
また、当社は、確定拠出型の制度として、確定拠

出年金制度を設けております。 

1. 採用している退職給付制度の概要 
当社および一部の連結子会社は、確定給付型の制

度として、企業年金基金制度および退職一時金制度
を設けております。 
また、当社は、確定拠出型の制度として、確定拠

出年金制度を設けております。 

2. 退職給付債務に関する事項 
(1)退職給付債務 
(2)年金資産 

△35,723百万円
14,332 

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2) 
(4)未認識数理計算上の差異 
(5)未認識過去勤務債務(債務の減少) 

△21,390 
11,386 

△ 5,812 
(6)退職給付引当金(3)+(4)+(5) △15,817 

 (注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ
たり、簡便法を採用しております。 

   

2. 退職給付債務に関する事項 
(1)退職給付債務 
(2)年金資産 

△36,781百万円
17,269 

(3)未積立退職給付債務(1)＋(2) 
(4)未認識数理計算上の差異 
(5)未認識過去勤務債務(債務の減少) 

△19,512 
9,041 

△ 5,320 
(6)退職給付引当金(3)+(4)+(5) △15,792 

 (注) 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ
たり、簡便法を採用しております。 

   

3. 退職給付費用に関する事項 
(1)勤務費用(注1) 
(2)利息費用 
(3)期待運用収益 
(4)数理計算上の差異の費用処理額 
(5)過去勤務債務の費用処理額 

1,693百万円
875 

△  398 
789 

△ 490 
(6)退職給付費用(1)+(2)+(3)+(4)+(5) 2,468 
(7)その他(注2) 227 
(8)計(6)+(7) 2,696 
(注)1. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「(1)勤務費用」に計上しております。 
  2. 「(7)その他」は確定拠出年金への掛金支払額で

あります。   

3. 退職給付費用に関する事項 
(1)勤務費用(注1) 
(2)利息費用 
(3)期待運用収益 
(4)数理計算上の差異の費用処理額 
(5)過去勤務債務の費用処理額 

1,638百万円
889 

△  347 
808 

△ 490 
(6)退職給付費用(1)+(2)+(3)+(4)+(5) 2,497 
(7)その他(注2) 242 
(8)計(6)+(7) 2,739 
(注)1. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は、「(1)勤務費用」に計上しております。 
  2. 「(7)その他」は確定拠出年金への掛金支払額で

あります。   

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
(1)退職給付見込額の期間配分方法 
   期間定額基準 
(2)割引率 
   主として2.5％ 
(3)期待運用収益率 
   主として2.5％ 
(4)過去勤務債務の額の処理年数 
   発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により按分した額を費用処理しております。 
(5)数理計算上の差異の処理年数 
   発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から
費用処理しております。 

 

4. 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
(1)退職給付見込額の期間配分方法 
   期間定額基準 
(2)割引率 
   主として2.5％ 
(3)期待運用収益率 
   主として2.5％ 
(4)過去勤務債務の額の処理年数 
   発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により按分した額を費用処理しております。 
(5)数理計算上の差異の処理年数 
   発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から
費用処理しております。 
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企業結合等 

 
前連結会計年度（自 平成 20 年 4 月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

 

重要な事項がないため、記載を省略しております。 

 

 

当連結会計年度（自 平成 21 年 4 月 1日 至 平成 22 年 3月 31 日） 

 

該当事項はありません。 
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１株当たり情報 

 
前連結会計年度         

自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日

 

当連結会計年度         

自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

 

1株当たり純資産額（円） 

1株当たり当期純利益（円） 

1,381.92 

103.61 

1株当たり純資産額（円） 

1株当たり当期純利益（円） 

1,479.62 

116.74 

（注） 1. 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. 1 株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度         

（平成 21 年 3 月 31 日） 

当連結会計年度         

（平成 22 年 3 月 31 日） 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 

（百万円） 
69,340 74,221 

普通株式に係る純資産額（百万円） 68,730 73,585 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 

少数株主持分 

610 
 

610 

635 
 

635 

普通株式の発行済株式数（千株） 49,773 49,773 

普通株式の自己株式数（千株） 38 41 

1 株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数（千株） 
49,735 49,732 

3. 1 株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度         

自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日

 

当連結会計年度         

自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

 

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 5,154 5,806 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,154 5,806 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式の期中平均株式数（千株） 49,746 49,733 

 

 

重要な後発事象 

 
前連結会計年度（自 平成 20 年 4 月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

 

該当事項はありません。 

 

 

当連結会計年度（自 平成 21 年 4 月 1日 至 平成 22 年 3月 31 日） 

 

本社移転 

平成 22 年 4月 26 日開催の取締役会において、本社を飯田橋ビル（仮称）（東京都文京区所在）へ移転する決議をして

おります。 

この移転により、移転費用（原状回復費用、除却損等）約 1,500 百万円の発生が予想され、平成 23 年 3月期において

計上する見込であります。 
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開示の省略 

 
リース取引、関連当事者情報、金融商品、有価証券、デリバティブ取引に関する注記事項については、決算短信におけ

る開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年3月31日) 

当事業年度 
(平成22年3月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,785 27,543

受取手形 1,212 1,148

売掛金 83,051 72,011

機器及び材料 1,487 1,129

仕掛品 5,713 4,209

前渡金 280 502

前払費用 383 405

関係会社短期貸付金 774 134

繰延税金資産 4,172 4,024

その他 316 826

貸倒引当金 △341 △146

流動資産合計 111,836 111,790

固定資産   

有形固定資産   

建物 7,771 7,797

減価償却累計額 △4,385 △4,671

建物（純額） 3,385 3,126

構築物 186 186

減価償却累計額 △152 △156

構築物（純額） 33 29

機械及び装置 57 53

減価償却累計額 △57 △40

機械及び装置（純額） 0 12

車両運搬具 22 8

減価償却累計額 △17 △6

車両運搬具（純額） 5 1

工具、器具及び備品 7,242 7,468

減価償却累計額 △5,818 △6,084

工具、器具及び備品（純額） 1,424 1,383

土地 2,423 2,423

リース資産 310 390

減価償却累計額 △47 △141

リース資産（純額） 262 248

建設仮勘定 70 161

有形固定資産合計 7,605 7,386

無形固定資産   

商標権 1 1

ソフトウエア 3,045 2,467

リース資産 4 2

その他 105 105

無形固定資産合計 3,156 2,576
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年3月31日) 

当事業年度 
(平成22年3月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 351 264

関係会社株式 4,862 4,697

従業員に対する長期貸付金 2 1

長期前払費用 23 55

長期保証金 2,975 2,946

繰延税金資産 6,230 6,053

その他 745 711

貸倒引当金 △127 △85

投資その他の資産合計 15,065 14,644

固定資産合計 25,827 24,607

資産合計 137,663 136,397

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,389 1,403

買掛金 34,286 30,819

1年内返済予定の長期借入金 － 2,000

リース債務 84 104

未払金 1,251 1,254

未払費用 5,382 5,427

未払法人税等 2,957 2,781

未払消費税等 2,109 1,427

前受金 1,652 1,289

預り金 822 1,020

役員賞与引当金 47 54

受注損失引当金 40 128

その他 9 0

流動負債合計 51,033 47,710

固定負債   

長期借入金 5,000 3,000

リース債務 187 156

退職給付引当金 13,670 13,519

その他 473 496

固定負債合計 19,332 17,172

負債合計 70,365 64,883
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年3月31日) 

当事業年度 
(平成22年3月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,122 13,122

資本剰余金   

資本準備金 16,650 16,650

資本剰余金合計 16,650 16,650

利益剰余金   

利益準備金 546 546

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 0 －

別途積立金 23,940 23,940

繰越利益剰余金 13,087 17,299

利益剰余金合計 37,574 41,786

自己株式 △45 △48

株主資本合計 67,302 71,511

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △2 0

繰延ヘッジ損益 △2 3

評価・換算差額等合計 △4 3

純資産合計 67,297 71,514

負債純資産合計 137,663 136,397
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

売上高 225,943 196,620

売上原価 195,055 168,235

売上総利益 30,887 28,384

販売費及び一般管理費 20,511 19,204

営業利益 10,376 9,180

営業外収益   

受取利息 29 23

受取配当金 102 82

保険配当金 123 100

受取保険金 － 60

貸倒引当金戻入額 － 164

その他 200 130

営業外収益合計 455 562

営業外費用   

支払利息 67 65

為替差損 － 63

固定資産除却損 80 －

投資有価証券評価損 － 45

投資事業組合運用損 33 －

その他 146 120

営業外費用合計 327 294

経常利益 10,504 9,447

特別利益   

投資有価証券売却益 176 －

特別利益合計 176 －

特別損失   

関係会社株式評価損 － 245

特別損失合計 － 245

税引前当期純利益 10,681 9,202

法人税、住民税及び事業税 4,301 3,577

法人税等調整額 1,497 319

法人税等合計 5,799 3,896

当期純利益 4,881 5,305
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 13,122 13,122

当期末残高 13,122 13,122

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 16,650 16,650

当期末残高 16,650 16,650

その他資本剰余金   

前期末残高 0 －

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ
の振替

0 0

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計   

前期末残高 16,650 16,650

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ
の振替

0 0

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 16,650 16,650

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 546 546

当期末残高 546 546

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 1 0

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 0 －

別途積立金   

前期末残高 23,940 23,940

当期末残高 23,940 23,940
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 9,250 13,087

当期変動額   

剰余金の配当 △1,044 △1,094

固定資産圧縮積立金の取崩 0 0

当期純利益 4,881 5,305

その他資本剰余金から繰越利益剰余
金への振替

△0 △0

当期変動額合計 3,836 4,212

当期末残高 13,087 17,299

利益剰余金合計   

前期末残高 33,738 37,574

当期変動額   

剰余金の配当 △1,044 △1,094

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益 4,881 5,305

その他資本剰余金から繰越利益剰余金へ
の振替

△0 △0

当期変動額合計 3,836 4,211

当期末残高 37,574 41,786

自己株式   

前期末残高 △19 △45

当期変動額   

自己株式の取得 △35 △2

自己株式の処分 9 0

当期変動額合計 △25 △2

当期末残高 △45 △48

株主資本合計   

前期末残高 63,492 67,302

当期変動額   

剰余金の配当 △1,044 △1,094

当期純利益 4,881 5,305

自己株式の取得 △35 △2

自己株式の処分 9 0

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への
振替

－ －

当期変動額合計 3,810 4,208

当期末残高 67,302 71,511
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年 4月 1日 
 至 平成21年 3月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年 4月 1日 
 至 平成22年 3月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 11 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 2

当期変動額合計 △13 2

当期末残高 △2 0

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 51 △2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △53 5

当期変動額合計 △53 5

当期末残高 △2 3

評価・換算差額等合計   

前期末残高 63 △4

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △67 8

当期変動額合計 △67 8

当期末残高 △4 3

純資産合計   

前期末残高 63,555 67,297

当期変動額   

剰余金の配当 △1,044 △1,094

当期純利益 4,881 5,305

自己株式の取得 △35 △2

自己株式の処分 9 0

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への振
替

－ －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △67 8

当期変動額合計 3,742 4,216

当期末残高 67,297 71,514
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(4)継続企業の前提に関する注記 

 

   該当事項はありません。 

 

 

(5)重要な会計方針 

 

1. 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式 ……………………………………  移動平均法による原価法 

その他有価証券  

時価のあるもの ……………………………  決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

時価のないもの ……………………………  移動平均法による原価法 

投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっております。 

 

2. たな卸資産の評価基準および評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

機器及び材料   

機 器  …………………… 移動平均法による原価法 

主材料  …………………… 移動平均法による原価法 

副材料  …………………… 総平均法による原価法 

仕  掛  品 ………………… 個別法による原価法 

 

3. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 ………… 主として定率法を採用しており、一部の貸与資産については、定額法を採用してお 

(リース資産を除く)   ります。 

(2)無形固定資産 ………… 定額法 

(リース資産を除く)  市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効年数（3年以内）における見込販 

売数量に基づく方法、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可

能期間（5年以内）に基づく定額法によっております。 

(3)リース資産 ………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年

3月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 

4. 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 …………… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(2)役員賞与引当金 ……… 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見

合う分を計上しております。 

(3)受注損失引当金 ……… 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失 

見込額を計上しております。 

(4)退職給付引当金 ……… 従業員等の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資

産の見込額に基づき、計上しております。 
過去勤務債務の額の処理については、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額

法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異の処理については、発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額 

法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。 

（会計方針の変更） 

当事業年度から「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基

準第19号 平成20年7月31日）を適用しております。 

これによる営業利益、経常利益および税引前当期純利益に与える影響はありませ

ん。 

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差額はありません。 
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5．収益および費用の計上基準 

完成工事高の計上基準……当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行

基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を

適用しております。 

                 （会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、当社でのシステムインテグレーシ

ョン事業（契約金額 1 億円以上）については進行基準、その他の工事については工事

完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第 15

号 平成 19 年 12 月 27 日）および「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 18 号 平成 19 年 12 月 27 日）を当事業年度から適用し、当事業年

度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他の工事については工事完成基準を適用しております。 

これによる売上高、売上総利益、営業利益、経常利益および税引前当期純利益に与え
る影響は軽微であります。 

 

6. ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

原則として、繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理を採用しております。 

(2)ヘッジ手段と対象 

ヘッジ手段       ヘッジ対象  

為替予約        外貨建金銭債権債務 

            および外貨建予定取引 

(3)ヘッジ方針 

主として当社のリスク管理方針に基づき、為替相場変動リスクをヘッジしております。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して判定しております。 

振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理の要件の該当をもって有効性の判定に代えて

おります。 

 

7. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 …… 消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

8. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
 

(6)重要な会計方針の変更 

 

表示方法の変更 

（損益計算書） 

「受取保険金」、「貸倒引当金戻入額」については、営業外収益の総額の 100 分の 10 を超えたため、区分掲記してお

ります。なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含まれている「受取保険金」は 41 百万円、「貸倒引当金戻

入額」は 6百万円であります。 

「為替差損」、「投資有価証券評価損」については、営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため、区分掲記してお

ります。なお、前事業年度の営業外費用の「その他」に含まれている「為替差損」は 31 百万円、「投資有価証券評

価損」は 11 百万円であります。 

「投資事業組合運用損」、「固定資産除却損」については、営業外費用の総額の 100 分の 10 以下となったため、営業

外費用の「その他」に含めて表示しております。なお、当事業年度の「投資事業組合運用損」は 2百万円、「固定資

産除却損」は 16 百万円であります。 
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(7)個別財務諸表に関する注記事項 
 

 （貸 借 対 照 表 関 係         ） 

                           （単位：百万円） 

前事業年度 

（平成 21 年 3 月 31 日現在） 

当事業年度 

（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

1. 保証債務 

(1) 当社従業員の住宅資金融資制度による金融機関から

の借入を、㈱三井住友銀行に対し保証しております。

137 

(2)海外子会社の借入に係る保証債務       493 

1. 保証債務         

当社従業員の住宅資金融資制度による金融機関からの

借入を、㈱三井住友銀行に対し保証しております。 

114 

 

 

貸出コミットメントの総額 3,000

借入実行残高 －

差引額 3,000

2.  当社は、短期的な資金調達方法として安定的な資金の

確保を円滑に行うため、㈱三井住友銀行等3行と貸出

コミットメントライン契約を締結しており、総額30億

円、契約期間は平成21年5月から平成22年5月でありま

す。 

当事業年度末における貸出コミットメントラインに

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 
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（株主資本等変動計算書関係         ） 

 

前事業年度（自 平成 20 年 4月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 16,352 30,310 8,081 38,581

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加      30,310 株 

 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少     8,081 株 

 

 

 

当事業年度（自 平成 21 年 4月 1日 至 平成 22 年 3月 31 日） 

 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 38,581 2,688 89 41,180

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買取による増加       2,688 株 

 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

単元未満株式の買増請求による減少        89 株 
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１株当たり情報 

 
前事業年度 

自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日

 

当事業年度 

自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

 

1株当たり純資産額（円） 

1株当たり当期純利益（円） 

1,353.12 

98.13 

1株当たり純資産額（円） 

1株当たり当期純利益（円） 

1,437.99 

106.69 

（注） 1. 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. 1 株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前事業年度 

（平成 21 年 3 月 31 日） 

当事業年度 

（平成 22 年 3 月 31 日） 

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 67,297 71,514 

普通株式に係る純資産額（百万円） 67,297 71,514 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
― ― 

普通株式の発行済株式数（千株） 49,773 49,773 

普通株式の自己株式数（千株） 38 41 

1 株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数（千株） 
49,735 49,732 

3. 1 株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 

自 平成20年4月 1日
至 平成21年3月31日

 

当事業年度 

自 平成21年4月 1日
至 平成22年3月31日

 

損益計算書上の当期純利益（百万円） 4,881 5,305 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 4,881 5,305 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 

普通株式の期中平均株式数（千株） 49,746 49,733 

 

 

重要な後発事象 

 
前事業年度（自 平成 20 年 4月 1日 至 平成 21 年 3月 31 日） 

 

該当事項はありません。 

 

 

当事業年度（自 平成 21 年 4月 1日 至 平成 22 年 3月 31 日） 

 

本社移転 

平成 22 年 4 月 26 日開催の取締役会において、本社を飯田橋ビル（仮称）（東京都文京区所在）へ移転する決議をして

おります。 

この移転により、移転費用（原状回復費用、除却損等）約 1,500 百万円の発生が予想され、平成 23 年 3 月期において

計上する見込であります。 
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6.その他  

・役員の異動（平成 22 年 6 月 23 日付予定） 
〔 取 締 役 〕 

① 新任取締役候補 
                   はら        た か ひ こ 

     取 締 役        原    隆 彦 （現 当社 執行役員常務兼地域事業本部長） 
 

② 退任予定取締役 
                 ろ く し ゃ         とおる 

     取 締 役        六 車    徹  （当社 顧問）  
 

〔 監 査 役 〕 
① 新任監査役候補 

                 か ね こ     た  か  お   
     社外監査役        金 子  隆 男  （現 日本電気㈱ 経営監査本部主席主幹） 
 
                  はやし      や す お       

     監  査  役        林    安 男  （現 当社 顧問） 
 
 

② 退任予定監査役 
                       こ む ら    ま さ ゆ き  

      社外監査役         小 村  正 幸                 
 
                            お か だ    て つ い く 

      監  査  役          岡 田  哲 育  
 

【 参 考 】取締役および監査役の体制は、平成 22 年 6 月 23 日から次のとおり予定しております。  

代表取締役執行役員社長 
や ま も と    ま さ ひ こ 

山 本  正 彦 

取締役執行役員常務 
い い じ ま     や す お     

飯 島  裕 雄    

取締役執行役員常務 
こ ん の      こうしろう 
今 野  幸四郎 

取締役執行役員常務 
ふ じ た         あつし 
藤 田    厚 

取締役執行役員常務 
か ね は こ     あ き の り 
金 箱  明 憲 

取締役執行役員常務 
は ら           た か ひ こ 
原    隆 彦 

社外取締役 
ま つ い     た か ゆ き 

松 井  隆 幸 

社外取締役 
わ き た        のぼる 

脇 田    昇 

  

社外監査役 
（常 勤） 

か ね こ    た か お  
金 子  隆 男 

監 査 役 
（常 勤） 

はやし          や す お 

林    安 男 

社外監査役 
（非常勤） 

う め ざ わ       は る た め 
梅 澤  治 為 

社外監査役 
（非常勤） 

と つ か      や す お 
戸 塚  靖 雄 

以  上 

（常 勤） 

（常 勤） 

（常 勤） 

（常 勤） 
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